
■提案要求事項一覧（評価項目一覧）
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計
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基
礎
点

加点評価の観点
加
点
合
計

1.1 ・業務の目的が、本プロジェクトの目的、方向性と合致しているか 必須 20 10 10 ・提案内容が、仕様書2.記載の業務目的と合致しているか
・本プロジェクトの背景（閲覧数向上・利活用促進等）を踏まえた提案となっている
・利活用促進に向けた独自の視点や課題認識が示されている

0

1.2
・業務の内容が、本プロジェクトの業務内容と合致しているか

必須 30 10 20 ・提案内容が、機構から提示する仕様書3.の業務内容を網羅した内容となっているか
・業務の内容が個別具体的に記載されており、妥当性や実現性を理解／判断しやすい内容となっている
・必要な工程が漏れなく整理されている

0

1.3 ・業務実施方法が、業務目的、業務内容と整合しているか 必須 50 10 40
・提案内容が仕様書に定める業務目的・業務内容の各項目に沿った具体的な業務
実施方法となっているか

・課題を解決する、または目指すゴールを達成するための方法、アプローチ、ステップなどが具体的である
・リスクを事前に抽出し対策を打てる仕組みが構築されている
・効果的な広告運用・広報の工夫がある
・デザイン性の優れたフライヤー、バナー及びロゴの作成能力を有している

0

2 業務実
施計画

2.1

・提案内容が実施計画、（業務開始時期、期間、報告時期）と合致している提案書になっている
こと
・業務実施計画に、妥当であることの根拠（人員・手順等）が具体的に示されていること
・業務実施手順について、効率的に実施する工夫が示されているか

必須 26 6 20

・提案内容が実施計画、（業務開始時期、期間、報告時期）と合致している提案
書になっていること
・業務実施計画に、妥当であることの根拠（人員・手順等）が具体的に示されている
こと
・業務実施手順について、効率的に実施する工夫が示されているか

・業務実施計画は、実現性・実効性がある内容になっている
・手戻りが生じない管理手法を採用している
・計画を実行する手法、システムの活用、データ解析が参画事業者のリソースレベルに合わせた仕組みになっ
ている
・問題発生時の対応策が示されている

0

3.1

・業務の実施体制図及び役割が、業務内容、実施方法と整合しているか
・要員数、役割分担が明確か
・業務遂行可能な人数が確保されているか
・当機構からの要望に迅速・柔軟に対応できる体制が備わっているか

必須 10 4 6

・業務の実施体制図及び役割が、業務内容、実施方法と整合しているか
・要員数、役割分担が明確か
・業務遂行可能な人数が確保されているか
・当機構からの要望に迅速・柔軟に対応できる体制が備わっているか

・業務の品質を担保・向上するための体制を整備している
・当機構からの要望等に迅速かつ柔軟に対応できる体制が整っている
・欠員が出る等、不測の事態が生じた場合も継続して業務実施できる体制が整っている

0

3.2

・組織として業務内容に関する専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか
・組織として類似業務の実績があるか
・組織として業務内容に活かされる専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか
　－被災地などの事業者に対して、事業の再開や再生の支援に社員が従事した又はこれらに関す
る専門的知見を有し、これに対して公的機関又は官民共同事業への助言の経験があるか

必須 14 4 10

・組織として、業務内容に関する専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか
・組織として類似事業実績があること
・組織として、地域復興・再生支援などの実績があること
・組織として、12市町村のこれまでの経緯や現状を把握していること

・組織としてGoogle広告運用実績があること
・組織として相双地域内での業務実績がある

0

3.3
・業務従事予定者に、業務内容に関する専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか
・業務従事予定者に、類似業務（共同開発案件等）実績があるか

必須 18 6 12
・業務従事予定者に、業務内容に関する専門知識・ノウハウ等の蓄積があるか
・業務従事予定者に、類似業務実績があるか

・業務従事予定者に、本業務に活かすことのできる資格・業務実績があること（Google広告認定資格、デ
ザイン制作実績等）

0

3.4

・業務遂行のための経営基盤を有しているか
・事業を遂行する部門の他、管理部門、内部統制部門等があり、管理、統制されている組織であ
ること。
・一定以上の資金・設備を有しているか
・管理体制について優れているか。（情報管理に関する規定の運用をモニタリングしているか。補助
金業務であることを鑑み、支出の管理が重要であるため、支出に係る証拠書類等の整理・保管体
制等を有しているか）
・情報管理に関する社内規程がある、情報管理に関する資格を取得している等、情報管理責任者
が明確化されている情報管理体制があること。

必須 22 6 16

・一定以上の資金・設備を有している
従業員数に対する資本金が常識的範囲内であり、調査端末（PC等）がある、など
・事業を遂行する部門の他、管理部門、内部統制部門等があり、管理、統制されてい
る組織であること
・情報管理に関する社内規程がある、情報管理に関する資格を取得している等、情報
管理体制があること

・情報管理について公的な資格（ＩＳＯ認証等）を取得している
・経理処理・管理の体制が確立している
（社内別組織として整理している、経理処理システムを導入している、帳票類の管理・保管ルールがある、
など）
・情報セキュリティに関する社内規程の整備、アクセス制御、ログ管理、事故時の報告体制の有無、社員教
育など、組織的かつ継続的な管理体制を取っているか
・業務実施に当たって必要となる再委託や購買等において相双地域の事業者を積極的に活用しているか

0

190 56 134

基礎点 合計
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提案要求事項
小項目

評価基準

1 業務の目
的、内容、
および実施
方法

業務従事予定者の専門性、
類似業務実績

業務遂行のための経営基盤・
管理体制

業務実施方法

3 業務実
施体制

業務目的

業務内容

業務実施計画

業務実施体制・役割分担

組織としてのネットワーク・人的
基盤


